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○基幹統計調査の承認  

 

基幹統計調査の名称  実  施  者  主  な  承  認  事  項  承認年月日  

自動車輸送統計調査  

 

国 土 交 通 大 臣  承認事項の変更  

 規制緩和（営業区域規制の廃

止）に伴い一般貨物運送事業で

も特別積合せ貨物運送が可能と

なったこと等から、平成 17 年度

調査以降休止している特別積合

せトラック調査を 21 年度調査も

引き続き休止する。  

 

H21.6.9 
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H21.6.4 平成21年若年者雇用実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.6.4 雇用動向調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.6.4 賃金引上げ等の実態に関する調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.6.4 21世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査） 厚 生 労 働 大 臣

H21.6.4 中小企業実態基本調査 経 済 産 業 大 臣

H21.6.19 都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する一斉調査 農 林 水 産 大 臣

H21.6.23 歯科技工料調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.6.23 平成21年有期労働契約に関する実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.6.24 旅行・観光消費動向調査 国 土 交 通 大 臣

H21.6.25 食品産業企業設備投資動向調査 農 林 水 産 大 臣

H21.6.29 環境にやさしい企業行動調査 環 境 大 臣
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21.6.2 工業基本調査 栃 木 県 知 事

H21.6.2 商業・サービス業実態調査 栃 木 県 知 事

H21.6.2 商店街実態調査 栃 木 県 知 事

H21.6.2 地域購買動向調査 栃 木 県 知 事

H21.6.3 平成21年度香川県ひとり親家庭等実態調査 香 川 県 知 事

H21.6.3 高等学校進学希望状況調査 長 崎 県 教 育 委 員 会

H21.6.5 埼玉県四半期経営動向調査 埼 玉 県 知 事

H21.6.5 福井県労働状況調査 福 井 県 知 事

H21.6.7 賃金動向調査 山 口 県 知 事

H21.6.10 緊急雇用創出施設園芸省エネルギー対策等実態調査 高 知 県 知 事

H21.6.10 観光地トイレの現況調査 長 野 県 知 事

H21.6.11 新型インフルエンザ発生時における消費行動調査 神 戸 市 長

H21.6.16 平成21年度看護職員確保に関する実態調査 山 形 県 知 事

H21.6.16 三重県産業廃棄物実態調査 三 重 県 知 事

H21.6.16 市政アドバイザー意識調査（第10期・第１回） 神 戸 市 長

H21.6.17 三重県内事業所賃金等実態調査 三 重 県 知 事

H21.6.22 高齢社会に関する愛知県民調査 愛 知 県 知 事

H21.6.22 高齢社会に関する愛知県高齢者調査 愛 知 県 知 事

H21.6.22 観光統計実態調査 沖 縄 県 知 事

H21.6.23 労働関係総合実態調査（労働条件制度等実態調査） 山 口 県 知 事

H21.6.24 大阪府内繊維産業に関する調査 大 阪 府 知 事

H21.6.26 障害者雇用に関する企業意識調査 静 岡 県 知 事

H21.6.26 栃木県観光動向調査 栃 木 県 知 事

H21.6.30 鳥取県男女共同参画意識調査 鳥 取 県 知 事

H21.6.30 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）企業調査 鳥 取 県 知 事

H21.6.30 福島県廃棄物実態調査 福 島 県 知 事

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21.6.18 労働実態調査 宮 城 県 知 事

H21.6.23 中小企業賃金事情調査 茨 城 県 知 事

H21.6.26 県民経済計算・市民経済計算のための基礎資料収集調査 宮 城 県 知 事

H21.6.30 神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査 神 戸 市 長

 ○届出統計調査の受理
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 自動車輸送統計調査 

【承認年月日】 平成２１年０６月０９日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情情報安全・調査課交通統計室 

【目 的】 自動車輸送の実態を明らかにし，我が国の経済政策，交通政策及び経済計画、交通

計画を策定するための基礎資料を得る 

【沿 革】 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）に基づく道路運送調査規則（昭和２７年

運輸省建設省令第１号）により，自動車の使用者は，「自動車輸送実績報告書」とし

て自動車による旅客又は貨物の輸送状況を所管の運輸省に提出することとされてお

り，これを基に輸送統計が作成されていたが，自動車の激増等により輸送状況をより

迅速かつ正確に把握するため，昭和３５年４月から統計法に基づく指定統計第９９号

を作成するための調査として自動車輸送統計調査が開始された。その後，昭和３９年

に営業用バス全数調査及び路線トラック調査の追加，昭和６２年に軽自動車を調査対

象に追加する等の変更を行っている。また，特別積合せトラック調査については，規

制緩和（営業区域規制の廃止）により，一般貨物自動者運送事業でも特別積合せ貨物

運送と同様の運行が可能となったことに伴い，特別積合せトラック運送のみを区分し

て把握する必要性が乏しく，報告者負担も大きいものであったことから，本調査計画

の抜本的な見直しまでの間の暫定的措置として，平成１７年度から２１年度までの間

の調査を休止することとしている。 

【調査の構成】 １－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗用）小調査ー第５号様式の２ ２

－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗合）第４号様式の２ ３－自動車輸

送統計調査票（旅客自家用－乗用）小調査ー第７号様式の２ ４－自動車輸送

統計調査票（貨物営業用）小調査ー第１号様式の２ ５－自動車輸送統計調査

票（貨物営業用）大調査ー第１号様式 ６－自動車輸送統計調査票（貨物自家

用）小調査ー第３号様式の２ ７－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー特定）

第４号様式の４ ８－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー貸切）第４号様式

の３ ９－自動車輸送統計調査票（旅客自家用ー乗用）大調査ー第７号様式 

１０－自動車輸送統計調査票（旅客自家用ー乗合）小調査ー第６号様式の２ 

１１－自動車輸送統計調査票（旅客自家用ー乗合）大調査ー第６号様式 １２

－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー乗用）大調査ー第５号様式 １３－自

動車輸送統計調査票（貨物自家用）大調査ー第３号様式 １４－自動車輸送統

計調査票（旅客営業用－乗合，貸切，特定）大調査ー第４号様式 

【公 表】   「自動車輸送統計月報」（調査月経過後２か月以内），「自動車輸送統計年報」

（調査年度経過後６ヶ月以内），「自動車輸送統計報告書」（調査期間経過後１

ヶ月以内、毎年３回） （表章）地方運輸局 

【備 考】 本調査の体系は，毎月調査（２号様式を除く）となっているが，毎年２月，６月及
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び１０月（以下，「大調査月」という。）は，詳細調査を，その他の９か月（以下，「小

調査月」という。）は，簡易調査を行う。ただし，４号様式については全数調査（毎

月１か月間）を行うほか，大調査月にサンプル調査を併わせて行う。（以下，４につ

いては，大調査月の内容を記載した（全数調査については割愛）。なお，全数調査で

は，輸送人員のほか，延実在日車，延実働日車，総走行キロ，延運行回数，月末実在

車両数，１日１車当たりの輸送人員・走行キロ・運行回数等を把握する。）★ ２号

様式については，年２回（６月及び１０月）に全数調査を行う。 

※ 

【調査票名】 １－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗用）小調査ー第５号様式の２ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，

一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２００ ４００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）毎月３日間 （系統）国土交通省→地方運

輸局・運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月以外 （実施期日）毎月３日間 

 【調査事項】 １．走行距離，２．休車日数，４．輸送状況（月日，輸送回数、輸送人員） 

※ 

【調査票名】 ２－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗合）第４号様式の２ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，

一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６００ （配布）調査員・オンライン （取集）

調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）１ヵ月間 （系統）国土交通

省→地方運輸局・運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）１ヶ月間 

 【調査事項】 １．輸送状況（１）輸送人員（定期・定期外等），（２）延実在日車（ガソリン

車，軽油車，ＬＰＧ車，その他車），総走行キロ（実車キロ・空車キロ），延運

行回数，月末実在車両数，２．単位当りの数量（輸送人員の対前月比，１日１

車あたりの輸送人員・走行キロ・運行回数等， 

※ 

【調査票名】 ３－自動車輸送統計調査票（旅客自家用－乗用）小調査ー第７号様式の２ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用

に供せられ，一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４２００ １４００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）３日間 （系統）国土交通省→地方運

輸局・運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月以外 （実施期日）３日間 
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 【調査事項】 １．事業の種類、２．走行距離，３．休車日数，５．走行状況（月日，走行回

数，延乗車人員等）， 

※ 

【調査票名】 ４－自動車輸送統計調査票（貨物営業用）小調査ー第１号様式の２ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用

に供せられ，一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７１００ ２４００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）７日間 （系統）国土交通省→地方運

輸局・運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月以外 （実施期日）７日間 

 【調査事項】 １．自動車の種類，調査期間，最大積載量等，２．事業の種類，３．走行距離，

４．休車日数，５．走行状況（貨物輸送の走行回数，輸送貨物の品名及び重量）， 

※ 

【調査票名】 ５－自動車輸送統計調査票（貨物営業用）大調査ー第１号様式 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用

に供せられ，一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７１００ ２４００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）７日間 （系統）国土交通省→地方運

輸局・運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年３回（２月，６月，１０月） （実施期日）７日間 

 【調査事項】 １．自動車の種類，２．主な用途，３．走行期間中の走行距離、４．燃料消費

量、５．休車日数，６．輸送状況（月日、輸送区間、走行距離、輸送貨物の品

名等、輸送回数、高速道路利用の有無） 

※ 

【調査票名】 ６－自動車輸送統計調査票（貨物自家用）小調査ー第３号様式の２ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用

に供せられ、一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７８００ ６０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）７日間 （系統）国土交通省→地方運

輸局・運輸管理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月以外 （実施期日）７日間 

 【調査事項】 １．自動車の種類，最大積載量等，２．事業の種類，３．走行距離，４．休車

日数，５．走行状況（月日，貨物輸送の走行回数・品名・重量，通勤・買物等

の走行回数及び延乗車人員等）， 

※ 

【調査票名】 ７－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー特定）第４号様式の４ 
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 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，

一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６００ （配布）調査員・オンライン （取集）

調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）１ケ月間 （系統）国土交通

省→地方運輸局→運輸管理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）１ケ月間 

 【調査事項】 １．輸送状況（１）輸送人員（定期・定期外等），（２）延実在日車（ガソリン

車，軽油車，ＬＰＧ車，その他車），総走行キロ（実車キロ・空車キロ），延運

行回数，月末実在車両数，２．単位当りの数量（輸送人員の対前月比，１日１

車あたりの輸送人員・走行キロ・運行回数等， 

※ 

【調査票名】 ８－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー貸切）第４号様式の３ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，

一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６００ （配布）調査員・オンライン （取集）

調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）１ヵ月間 （系統）国土交通

省→地方運輸局→運輸管理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）１ヶ月間 

 【調査事項】 １．輸送状況（１）輸送人員（定期・定期外等），（２）延実在日車（ガソリン

車，軽油車，ＬＰＧ車，その他車），総走行キロ（実車キロ・空車キロ），延運

行回数，月末実在車両数，２．単位当りの数量（輸送人員の対前月比，１日１

車あたりの輸送人員・走行キロ・運行回数等， 

※ 

【調査票名】 ９－自動車輸送統計調査票（旅客自家用ー乗用）大調査ー第７号様式 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用

に供せられ，一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４２００ １４００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）３日間 （系統）国土交通省→地方運

輸局・運輸管理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月 （実施期日）３日間 

 【調査事項】 １．事業の種類，２．走行距離，３．燃料消費量，４．休車日数，５．走行状

況（月日，走行区間，走行距離，走行目的，乗車人員，走行回数，高速道路利

用の有無）， 

※ 

【調査票名】 １０－自動車輸送統計調査票（旅客自家用ー乗合）小調査ー第６号様式の２ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，
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一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運

輸管理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月以外 （実施期日）３日間 

 【調査事項】 １．事業の種類，２走行距離，３．休車日数，４．走行状況（月日，走行回数，

延乗車人員）， 

※ 

【調査票名】 １１－自動車輸送統計調査票（旅客自家用ー乗合）大調査ー第６号様式 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，

一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局・運

輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２月、６月、１０月 （実施期日）３日間 

 【調査事項】 １．事業の種類，２．自動車の主な用途，３．走行距離，４．燃料消費量，５．

休車日数，６．走行状況（月日，走行区間，走行距離，走行目的，乗車人員，

走行回数，高速道路利用の有無），７．スクールバスの走行状況（運行区間，

走行距離，高速道路利用の有無，月日，延乗車人員，運行回数，一人平均乗車

キロ）， 

※ 

【調査票名】 １２－自動車輸送統計調査票（旅客営業用ー乗用）大調査ー第５号様式 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，

一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２００ ４００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）毎月３日間 （系統）国土交通省→地方運

輸局・運輸管理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月 （実施期日）毎月３日間 

 【調査事項】 １．走行距離，２．燃料消費量，３．休車日数，４．輸送状況（輸送区間，走

行距離，輸送人員，輸送回数，高速道路利用の有無）， 

※ 

【調査票名】 １３－自動車輸送統計調査票（貨物自家用）大調査ー第３号様式 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車及び軽自動車で輸送の用

に供せられ，一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７８００ ６０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）７日間 （系統）国土交通省→地方運
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輸局・運輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年３回（２月，６月，１０月） （実施期日）７日間 

 【調査事項】 １．自動車の種類，最大積載量，２．事業の種類，３．走行距離，４．燃料消

費量，５．休車日数，６．走行状況（月日，走行区間，走行距離，走行目的，

貨物の品名・重量・回数，人員の輸送・回数，高速道路利用の有無）， 

※ 

【調査票名】 １４－自動車輸送統計調査票（旅客営業用－乗合，貸切，特定）大調査ー第４号

様式 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）登録自動車で輸送の用に供せられ，

一般道路を使用している自動車 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）３日間 （系統）国土交通省→地方運輸局→運

輸監理部・運輸支局→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２月，６月，１０月 （実施期日）３日間 

 【調査事項】 １．自動車の種類，最大積載量等，２．主な用途，３．走行距離，４．燃料消

費量，５．休車日数，６．輸送状況（１）一般乗合運行以外用（月日，輸送区

間，走行距離，輸送人員，輸送回数，高速道路利用の有無），（２）一般乗合運

行用（月日，運行系統，高速道路利用の有無，運行系統の距離，一日の延輸送

人員，一日の運行回数，一人平均乗車キロ）， 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 平成２１年若年者雇用実態調査 

【承認年月日】 平成２１年０６月０４日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課 

【目 的】 事業所における若年労働者の雇用状況及び，若年労働者の就業に関する状況等を把

握することにより，各種の若年者雇用対策に資する。 

【調査の構成】 １－平成２１年若年者雇用実態調査（事業所票） ２－平成２１年若年者雇用

実態調査（個人票） 

【公 表】 「調査結果の概況」（平成２２年８月までに），「調査結果報告書」（平成２３年３ 

月までに） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年若年者雇用実態調査（事業所票） 

 【調査対象】 （地域）日本国全域 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に基づく１．

鉱業，採石業，砂利採取業，２．建設業，３．製造業，４．電気・ガス・熱供

給・水道業，５．情報通信業，６．運輸業，郵便業，７．卸売業，小売業，８．

金融業，保険業，９．不動産業，物品賃貸業，１０．学術研究，専門・技術サ

ービス業，１１．宿泊業，飲食サービス業，１２．生活関連サービス業，娯楽

業（家事サービス業を除く。），１３．教育，学習支援業，１４．医療，福祉，

１５．複合サービス事業，１６．サービス業（他に分類されないもの）（外国

公務を除く。）に属し，常用労働者を５人以上雇用している民営事業所。 （抽

出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２１年１０月１日現在 （系統）厚生労働省大

臣官房統計情報部→報告者 

 【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２１年１０月０１日～１５日 

 【調査事項】 １．事業所の属性，２．事業所の常用労働者数，３．事業所が属する企業全体

の常用労働者数，４．就業形態別外部労働力の活用の有無，５．採用の有無，

採用を行った場合の採用者の年齢，６．正社員として採用した若年労働者の最

終卒業学校，７．正社員以外の労働者として採用した若年労働者の最終卒業学

校，８．直接雇用する労働者数，（１）正社員数，（２）若年性社員数，（３）

正社員以外の労働者数，（４）正社員以外の若年労働者数，９．若年労働者に

ついて、（１）就業形態別定着の状況，（２）就業形態別期待する勤続年数，（３）

就業形態別定着のための対策及び最も効果のある対策，（４）就業形態別主な

育成方針，（５）就業形態別育成方法，（６）就業形態別育成目標，１０．フリ

ーターについて、（１）フリーターへの評価，（２）フリーターを採用する場合

の態度，能力，（３）フリーターの応募採用状況，１１．若年者の受け入れに
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ついて実施又は実施予定・検討している制度，１２．学校，行政等に対する要

望 

※ 

【調査票名】 ２－平成２１年若年者雇用実態調査（個人票） 

 【調査対象】 （地域）日本国全域 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類に基づく１．

鉱業，採石業，砂利採取業，２．建設業，３．製造業，４．電気・ガス・熱供

給・水道業，５．情報通信業，６．運輸業，郵便業，７．卸売業，小売業，８．

金融業，保険業，９．不動産業，物品賃貸業，１０．学術研究，専門・技術サ

ービス業，１１．宿泊業，飲食サービス業，１２．生活関連サービス業，娯楽

業（家事サービス業を除く。），１３．教育，学習支援業，１４．医療，福祉，

１５．複合サービス事業，１６．サービス業（他に分類されないもの）（外国

公務を除く。）に属し，常用労働者を５人以上雇用している民営事業所におい

て就業している１５～３４歳の若年労働者。 （抽出枠）平成１８年事業所・

企業統計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３０，０００／１３，１３０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月１日現

在 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報部→民間事業者→若年労働者調査対

象事業所→報告者 

 【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２１年１０月０１日～１１月３０日 

 【調査事項】 １．個人の属性，２．職業一般に対する考え方，（１）仕事に対する考え方，

（２）これまでに職場を通じて受けた研修・教育訓練，（３）職業能力取得・

向上の必要性，（４）職業能力取得・向上の形，（５）職業能力を自ら習得・向

上させるための具体的な方法等，（６）現在の会社で役立つ資格・免許の有無

及び必要性，（７）必要な資格・免許の内容，３．現在の就業状況について，

（１）派遣労働者の状況，（２）就業形態，（３）正社員になったきっかけ，（４）

勤続期間，（５）職種，（６）９月の賃金総額，（７）総合的な職場生活の評価，

（８）個別事項の職場生活の評価，４．今後の職業生活について，（１）望ま

しい職業生活でのコース，（２）転職の希望，（３）転職予定がある場合の転職

の時期，（４）転職理由，（５）今後希望する就業の状況，５．これまでの就業

について，（１）最終学校卒業から１年間の状況，（２）正社員として就職しな

かった理由，（３）現在の会社へ就職するまでの状況，（４）正社員としての勤

務経験の有無，（５）初めて就職する会社を選択したときの重視項目，（６）初

めて就職した会社を決定した際に参考とした意見，（７）職業指導の有用性，

（８）初めて就職した会社の現在の勤続の有無，（９）初めて就職した会社で

の職種，（１０）初めて就職した会社の離職理由，（１１）初めて就職した会社

の勤続期間，（１２）転職回数，（１３）転職経験の活用  
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【調査名】 雇用動向調査 

【承認年月日】 平成２１年０６月０４日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課 

【目 的】 主要産業の事業所における入職者，離職者等についての属性，入職者及び離職者に

関する事情，労働力の移動や未充足求人状況等の実態を明らかにすることを目的とす

る。 

【沿 革】 昭和３９年以降，年度内２回（上半期（７月），下半期（１月））調査実施している。 

【調査の構成】 １－事業所票 様式１号 ２－事業所票 様式２号 ３－入職者票 様式３号 

４－離職者票 様式４号 

【公 表】 「調査結果の概況」（調査実施年の１２月及び調査実施翌年の８月），「調査結果 

報告書」（調査実施翌々年の２月）及びホームページにて公表 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－事業所票 様式１号 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，

製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売，

小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サー

ビス業，宿泊業，飲食サービス業，生活関連サービス業，娯楽業（ただし，そ

の他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。），教育，学習支援業，

医療，福祉，複合サービス業及びサービス業（他に分類されないもの）（外国

公務を除く） （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査の事業所（３０人

以上規模），毎月勤労統計調査調査区内事業所（５～２９人規模） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／１，８３０，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）毎年１月～６月 （系統）

厚生労働省→都道府県労働局→公共職業安定所→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）調査実施年の７月１日～７月３１日 

 【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，主な生産品の名称又は事業の内容及び企業全体の

常用労働者数，２．性，雇用形態，就業形態別常用労働者及び出向者の異動状

況，３．性，年齢及び就業形態別常用労働者数，４．職業，就業形態別常用労

働者数及び未充足求人数 

※ 

【調査票名】 ２－事業所票 様式２号 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，

製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売，

小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サー

ビス業，宿泊業，飲食サービス業，生活関連サービス業，娯楽業（ただし，そ

の他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。），教育，学習支援業，
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医療，福祉，複合サービス業及びサービス業（他に分類されないもの）（外国

公務を除く） （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査の事業所（３０人

以上規模），毎月勤労統計調査調査区内事業所（５～２９人規模） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／１，８３０，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）毎年７月～１２月 （系

統）厚生労働省→都道府県労働局→公共職業安定所→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）調査実施翌年の１月１６日～２月１５日 

 【調査事項】 １．事業所の名称，所在地，主な生産品の名称又は事業の内容及び企業全体の

常用労働者数，２．性，雇用形態，就業形態別常用労働者及び出向者の異動状

況 

※ 

【調査票名】 ３－入職者票 様式３号 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，

製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売，

小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サー

ビス業，宿泊業，飲食サービス業，生活関連サービス業，娯楽業（ただし，そ

の他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。），教育，学習支援業，

医療，福祉，複合サービス業及びサービス業（他に分類されないもの）（外国

公務を除く） （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査の事業所（３０人

以上規模），毎月勤労統計調査調査区内事業所（５～２９人規模） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９７，０００／６９９００００ ５７０００

／６，９９０，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）上半期調査：毎年１月～６月，下半期調査：毎年７月～１２月 （系統）

厚生労働省→都道府県労働局→公共職業安定所→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）上半期調査：毎年７月１日～７月３１日，下半

期調査：調査実施翌年の１月１６日～２月１５日 

 【調査事項】 １．属性に関する事項（性，年齢，学歴及び卒業した年），２．入職に関する

事項（求職活動でのインターネットの利用の有無，入職経路，就業形態，職業，

前職の有無，入職前の勤め先の所在地又は入職前の居住所及び在籍の有無），

３．前職に関する事項（産業，職業，従業上の地位，離職期間，企業規模，前

の勤め先を辞めた理由，現在の勤め先を選んだ理由及び転職による賃金変動状

況） 

※ 

【調査票名】 ４－離職者票 様式４号 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，

製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売，
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小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サー

ビス業，宿泊業，飲食サービス業，生活関連サービス業，娯楽業（ただし，そ

の他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。），教育，学習支援業，

医療，福祉，複合サービス業及びサービス業（他に分類されないもの）（外国

公務を除く） （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査の事業所（３０人

以上規模），毎月勤労統計調査調査区内事業所（５～２９人規模） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７６，０００／６８０００００ ６００００

／６，８００，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）上半期調査：毎年１月～６月，下半期調査：毎年７月～１２月 （系統）

厚生労働省→都道府県労働局→公共職業安定所→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）上半期調査：調査実施年の７月１日～７月３１

日，下半期調査：調査実施翌年の１月１６日～２月１５日 

 【調査事項】 １．属性に関する事項（性，年齢，学歴及び卒業した年），２．離職直前の雇

用状況に関する事項（就業形態，職業，勤続期間及び離職理由） 
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【調査名】 賃金引上げ等の実態に関する調査 

【承認年月日】 平成２１年０６月０４日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課賃金第二係 

【目 的】 労働組合のない企業を含めた民間企業における賃金の引上げ，引下げ（以下、「賃

金の改定」という。）額，賃金の改定率，賃金の改定方法，賃金の改定の構造を明ら

かにするとともに，同改訂に係る交渉等の実態等を把握する。 

【沿 革】 この調査は，昭和４４年以降，毎年，賃金の改定額，賃金の改定事情等を調査して

いるものである。 

【調査の構成】 １－賃金引上げ等の実態に関する調査票 

【公 表】 「調査結果の概況」（調査実施年の１１月），「調査結果報告書」（調査実施年の翌 

年の２月） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－賃金引上げ等の実態に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，

製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売業，

小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サー

ビス業，宿泊業，飲食サービス業，生活関連サービス業，娯楽業（その他の生

活関連サービス業の家事サービス業を除く），教育，学習支援業，医療，福祉，

サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く）に属する民営企業で，

製造業及び卸売業，小売業については常用労働者３０人以上の企業，その他の

産業については常用労働者１００人以上の企業。 （抽出枠）平成１８年事業

所・企業統計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／９４，４００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１日から１２月３１日ま

で （系統）厚生労働省大臣官房統計情報部→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年０８月２０日 

 【調査事項】 １．企業全体の常用労働者数，２．企業の事業内容又は主な製品名，３．労働

組合の有無，４．賃金の改定実施の有無，改定時期，５．定期昇給・ベースア

ップの実施状況，６．賃金カット等の実施状況，７．賃金の改定の決定に当た

っての重視要素，８．人件費負担の対策，９．１人当たり平均賃金の改定額，

賃金の改定率，１０．賃金の改定方法，１１．賃金の改定額と賞与支給額の決

定関係，１２．労働組合との交渉経過 
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【調査名】 ２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査） 

【承認年月日】 平成２１年０６月０４日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 調査対象となった男女の結婚，出産，就業等の実態及び意識の経年変化の状況を継

続的に観察することにより，少子化対策等厚生労働行政施策の企画立案，実施等のた

めの基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－配偶者票（女性用） ２－男性票 ３－配偶者票（男性用） ４－女性票 

【公 表】 「調査結果の概況」（調査実施年の翌々年３月（予定）），「調査結果報告書」（調 

査実施年の翌々年１２月（予定）） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－配偶者票（女性用） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）本調査男性票の対象者の配偶者で，本

調査女性票の対象でない者 （抽出枠）平成１３年国民生活基礎調査の調査地

区名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００ （配布）郵送・調査員 （取集）

郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月第一水曜日 （系統）調

査員調査：厚生労働省→都道府県→（保健所設置市・特別区）→保健所→調査

員→報告者，郵送調査：厚生労働省→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年調査日の前後２週間 

 【調査事項】 １．健康の状況，２．就業の状況，３．仕事と子育ての両立支援制度の利用状

況，４．子供の状況，５．家計の状況等 

※ 

【調査票名】 ２－男性票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）平成１４年１０月末時点で２０～３４

歳であった男 （抽出枠）平成１３年国民生活基礎調査の調査地区名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，６００ （配布）郵送・調査員 （取集）

郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月第一水曜日 （系統）調

査員調査：厚生労働省→都道府県→（保健所設置市・特別区）→保健所→調査

員→報告者，郵送調査：厚生労働省→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年調査日の前後２週間 

 【調査事項】 １．健康の状況，２．就業の状況，３．現在の就業意欲，４．仕事と子育ての

両立支援制度の利用状況，５．配偶者の有無，６．子供の状況，７．家計の状

況等 

※ 

【調査票名】 ３－配偶者票（男性用） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）本調査女性票の対象者の配偶者で，本
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調査男性票の対象でない者 （抽出枠）平成１３年国民生活基礎調査の調査地

区名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７００ （配布）郵送・調査員 （取集）

郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）毎年１１日第一水曜日 （系統）調

査員調査：厚生労働省→都道府県→（保健所設置市・特別区）→保健所→調査

員→報告者，郵送調査：厚生労働省→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年調査日の前後２週間 

 【調査事項】 １．健康の状況，２．就業の状況，３．仕事と子育ての両立支援制度の利用状

況，４．子供の状況，５．家計の状況等 

※ 

【調査票名】 ４－女性票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）平成１４年１０月末時点で２０～３４

歳であった女 （抽出枠）平成１３年国民生活基礎調査の調査地区名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，４００ （配布）郵送・調査員 （取集）

郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月第一水曜日 （系統）調

査員調査：厚生労働省→都道府県（保健所設置市・特別区）→保健所→調査員

→報告者，郵送調査：厚生労働省→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年調査日の前後２週間 

 【調査事項】 １．健康の状況，２．就業の状況，３．現在の就業意欲，４．仕事と子育ての

両立支援制度の利用状況，５．配偶者の有無，６．子供の状況，７．家計の状

況等 
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【調査名】 中小企業実態基本調査 

【承認年月日】 平成２１年０６月０４日 

【実施機関】 中小企業庁事業環境部企画課調査室 

【目 的】 中小企業基本法第１０条の規定（定期的に中小企業の実態を明らかにするため必要

な調査を行い，その結果を公表しなければならない。）に基づき，中小企業を巡る経

営環境の変化を踏まえ、中小企業全般に共通する財務情報、経営情報及び設備投資動

向等を把握するため、中小企業全般の経営等の実態を明らかにし、中小企業施策の企

画・立案のための基礎資料を提供するとともに、中小企業関連統計の基本情報を提供

するためのデータ収集を行うことを目的とする。 

【調査の構成】 １－中小企業実態基本調査（調査票甲法人企業用） ２－中小企業実態基本調

査（調査票乙個人事業者用） ３－中小企業実態基本調査（調査票乙） 

【公 表】 「速報」（平成２２年３月）ＨＰ上にて公表，「調査結果報告書（確報）」（平成２ 

２年７月）、「中小企業白書」（平成２２年４月）刊行物とＨＰ上にて公表 （表章） 

全国 

※ 

【調査票名】 １－中小企業実態基本調査（調査票甲法人企業用） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類（平成２１年総務省

告示第１７５号）に掲げる大分類Ｄー建設業，Ｅー製造業，Ｇー情報通信業，

Ｈー運輸業、郵便業，Ｉー卸売業、小売業，Ｋー不動産業，物品賃貸業、Ｌー

学術研究、専門・技術サービス業、Ｍー宿泊業、飲食サービス業、Ｎー生活関

連サービス業、娯楽業及びＲーサービス業（他に分類されないもの）のうち、

「表１調査の範囲」に掲げる業種及び規模に属する企業（個人企業を含む。）

から選定した企業 （抽出枠）事業所・企業データベース 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１３，０００／３，８４０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系

統）中小企業庁→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０９月０１日 

 【調査事項】 １．フェイス事項，２．企業の概要（設立年，会社形態，株式の譲渡制限の定

めの有無（株式会社のみ），従業者数，出向従業者数，海内展開について等），

３，平成２０年度決算について（１）売上高及び営業費用，（２）負債及び純

資産，（３）設備投資等，（４）新製品または新技術の研究開発、（５）研究開

発促進税制の利用の有無、（６）特許権・実用新案権・意匠権の有無、（７）売

上高の内訳等、４．商品の仕入れについて、５．工事の受注について，６．受

託の状況，７．委託の状況、８．取引金融機関（メインバンク）について、９．

チェーン組織への加盟の状況、，１０．電子商取引（ｅ－コマース）の実施状

況 
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※ 

【調査票名】 ２－中小企業実態基本調査（調査票乙個人事業者用） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人事業者 （属性）日本標準産業分類（平成２１年

総務省告示第１７５号）に掲げる大分類Ｄー建設業，Ｅー製造業，Ｇー情報通

信業，Ｈー運輸業、郵便業，Ｉー卸売業、小売業，Ｋー不動産業，物品賃貸業、

Ｌー学術研究、専門・技術サービス業、Ｍー宿泊業、飲食サービス業、Ｎー生

活関連サービス業、娯楽業及びＲーサービス業（他に分類されないもの）のう

ち、「表１調査の範囲」に掲げる業種及び規模に属する企業（個人企業を含む。）

から選定した企業 （抽出枠）事業所・企業データベース 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１３，０００／３，８４０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系

統）中小企業庁→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０９月０１日 

 【調査事項】 １．フェイス事項，２．企業の概要（設立年，会社形態，株式の譲渡制限の定

めの有無（株式会社のみ），従業者数，出向従業者数，海内展開について等），

３，平成２０年度決算について（１）売上高及び営業費用，（２）負債及び純

資産，（３）設備投資等，（４）新製品または新技術の研究開発、（５）研究開

発促進税制の利用の有無、（６）特許権・実用新案権・意匠権の有無、（７）売

上高の内訳等、４．商品の仕入れについて、５．工事の受注について，６．受

託の状況，７．委託の状況、８．取引金融機関（メインバンク）について、９．

チェーン組織への加盟の状況、，１０．電子商取引（ｅ－コマース）の実施状

況 

※ 

【調査票名】 ３－中小企業実態基本調査（調査票乙） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類（平成２１年総務省

告示第１７５号）に掲げる大分類Ｄー建設業，Ｅー製造業，Ｇー情報通信業，

Ｈー運輸業、郵便業，Ｉー卸売業、小売業，Ｋー不動産業，物品賃貸業、Ｌー

学術研究、専門・技術サービス業、Ｍー宿泊業、飲食サービス業、Ｎー生活関

連サービス業、娯楽業及びＲーサービス業（他に分類されないもの）のうち、

「表１調査の範囲」に掲げる業種及び規模に属する企業（個人企業を含む。）

から選定した企業 （抽出枠）事業所・企業データベース 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１３，０００／３，８４０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系

統）中小企業庁→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０９月０１日 

 【調査事項】 １．フェイス事項，２．企業の概要（設立年，会社形態，株式の譲渡制限の定
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めの有無（株式会社のみ），従業者数，出向従業者数，海内展開について等），

３，平成２０年度決算について（１）売上高及び営業費用，（２）負債及び純

資産，（３）設備投資等，（４）新製品または新技術の研究開発、（５）研究開

発促進税制の利用の有無、（６）特許権・実用新案権・意匠権の有無、（７）売

上高の内訳等、４．商品の仕入れについて、５．工事の受注について，６．受

託の状況，７．委託の状況、８．取引金融機関（メインバンク）について、９．

チェーン組織への加盟の状況、，１０．電子商取引（ｅ－コマース）の実施状

況 
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【調査名】 都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する一斉調査 

【承認年月日】 平成２１年０６月１９日 

【実施機関】 水産庁漁政部水産経営課 

【目 的】 漁業協同組合（以下「漁協」という。）の職員に関する実態を把握し，漁協に対す

る指導を行う上での基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する一斉調査票 

【公 表】 「調査結果報告書」及びホームページに掲載（調査翌年４月下旬） 

 （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－都道府県知事認可漁業協同組合の職員に関する一斉調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）協同組合 （属性）水産業協同組合法（昭和２３年法

律第２４２号）第６４条の規定に基づき都道府県知事により設立認可された漁

協のうち，沿海地区漁協で組合員が出資を行っている漁協（沿海地区出資漁業

協同組合） （抽出枠）各都道府県が把握している水産業協同組合法第６４条

の規定に基づき都道府県知事により設立認可された漁協の名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１５９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査を行う年の前年の４月１日から当年３月３１日までの間

に終了した事業年度末日現在 （系統）水産庁→都道府県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査年の７月１日～８月３１日 

 【調査事項】 １．組合の名称，２．職員（臨時職員を除く。）について，（１）年齢別，性別

の職員数，（２）１か月分の給与（９月分），職員の平均勤務年数等，（３）１

週間における所定内労働時間，（４）週休２日制の実施状況，（５）定年制の実

施状況，（６）退職者数，退職金の総額，退職者の平均年齢，退職者の平均勤

務年数，（７）採用者数，学校新卒者１人当たりの初任給の額 
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【調査名】 歯科技工料調査 

【承認年月日】 平成２１年０６月２３日 

【実施機関】 厚生労働省保険局医療課 

【目 的】 歯冠修復及び欠損補綴に際して用いられる各種歯科技工物の歯科技工料を調査し，

歯科保険医療について検討するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－歯科技工料調査（歯科医療機関用調査票） ２－歯科技工料調査（歯科技

工所用調査票） 

【公 表】 非公表 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－歯科技工料調査（歯科医療機関用調査票） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）歯科医療機関 （抽出枠）医療施設

調査（医療施設基本ファイル） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６３０／６３，０５６ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）西暦奇数年の７月１日から３１日までの

１か月間 （系統）厚生労働省→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）６月下旬～８月下旬 

 【調査事項】 歯科医療機関における外注歯科技工料に係る歯科技工物別の総個数・総金額 

※ 

【調査票名】 ２－歯科技工料調査（歯科技工所用調査票） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）歯科技工所 （抽出枠）（社）日本

歯科技工士会名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５９７／５，９７８ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）西暦奇数年の７月１日から３１日 （系統）

厚生労働省→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）６月下旬～８月下旬 

 【調査事項】 歯科技工所における外注歯科技工料に係る歯科技工物別の総個数・総金額 
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【調査名】 平成２１年有期労働契約に関する実態調査 

【承認年月日】 平成２１年０６月２３日 

【実施機関】 厚生労働省労働基準局総務課 

【目 的】 有期契約労働者は，多様な集団であり，呼称のみによっては実態を必ずしも明らか

にできないことから，有期契約労働者を職務によって分類することで，有期契約労働

者の雇用・就業の実態，契約更新と雇止めの状況等，有期契約労働に関する実態の総

合的な把握・分析を行うこととし，もって，有期労働契約に係る施策の立案に資する。 

【調査の構成】 １－平成２１年有期労働契約に関する実態調査票 

【公 表】 報告書についてインターネットの利用等により公表する。主要項目については概 

況を作成して公表する。報告書及び概況は，平成２１年９月上旬を目途として公表 

する。 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年有期労働契約に関する実態調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に基づく次の産業

に属し，常用労働者５人以上を雇用する民営事業所 ア 鉱業，採石業，砂利

採取業，イ 建設業，ウ 製造業，エ 電気・ガス・熱供給・水道業，オ 情

報通信業，カ 運輸業，郵便業，キ 卸売業，小売業，ク 金融業，保険業，

ケ 不動産業，物品賃貸業，コ 学術研究，専門・技術サービス業，サ 宿泊

業，飲食サービス業，シ 生活関連サービス業，娯楽業，ス 教育，学習支援

業，セ 医療，福祉，ソ 複合サービス事業，タ サービス業（他に分類され

ないもの） （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／１，７１７，７０４ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年７月１日 （系統）

厚生労働省－民間事業者－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０７月１５日～平成２１年０７

月２９日 

 【調査事項】 ア 事業所の属性，イ 有期契約労働者の存在しない事業所の状況，ウ 有期

契約労働者の基礎情報，エ 有期契約労働者の就業状況，オ 有期契約労働者

の契約期間途中の退職の申し出の有無、その時期及びその労働者に対する損害

賠償請求の有無，カ 正社員と比較した労働条件等，キ 正社員転換制度，ク 

雇止めについて，ケ 有期契約労働者の今後の活用方針 
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【調査名】 旅行・観光消費動向調査 

【承認年月日】 平成２１年０６月２４日 

【実施機関】 国土交通省観光庁参事官（観光経済担当） 

【目 的】 我が国における旅行・観光消費額を把握することにより、旅行・観光消費の経済波

及効果の推計及び分析や、我が国の観光政策の企画・立案のための基礎資料作成等に

資することを目的とする 

【沿 革】 本調査は平成１５年度以降毎年，四半期周期で実施している。 

【調査の構成】 １－旅行・観光消費動向調査調査票 

【公 表】 調査結果報告書及びＨＰにて調査年の翌年６月末 （表章）全国  

※ 

【調査票名】 １－旅行・観光消費動向調査調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）住民基本台帳に記載された日本国民 （抽

出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，５００／１２７，０７０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１月～６月、７月～１２

月、４月～９月、１０月～３月 （系統）国土交通省観光庁→民間事業者→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）各四半期の翌月 

 【調査事項】 １．フェイス事項（年齢・性別）、２、過去６か月間の旅行の有無，３．旅行

の種類・目的（国内・海外別など），回数，時期，４．一番最近に行った国内

宿泊旅行について（１）帰宅日の月、（２）宿泊数、（３）目的地、（４）交通

手段、（５）旅行者数、（６）宿泊施設、（７）旅行目的、（８）旅行前後の支出、

（９）パック・団体旅行の参加費、（１０）旅行中の支出、５．一番最近に行

った国内日帰り旅行について（１）実施月、（２）所要時間、（３）目的地、（４）

交通手段、（５）旅行者数、（６）旅行目的、（７）旅行前後の支出、（８）パッ

ク・団体旅行の参加費、（９）旅行中の支出、６．一番最近に行った国内出張・

業務旅行について（１）出張の種類、（２）兼観光・兼規制の有無、（３）帰宅

日の月、（４）宿泊数または所要時間、（５）目的地、（６）交通手段、（７）宿

泊施設、（８）出張前後の支出、（９）パック・団体出張の参加費、（１０）出

張中の支出、７．一番最近に行った海外旅行における日本国内での行動につい

て（１）旅行目的、（２）帰宅日の月、（３）出獄空港、（４）日本国内で利用

した交通手段、（５）日本国内での宿泊の有無（出国前日及び帰国日）、（６）

旅行前後の支出、（７）旅行中の日本国内における支出 
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【調査名】 食品産業企業設備投資動向調査 

【承認年月日】 平成２１年０６月２５日 

【実施機関】 農林水産省総合食料局食品産業企画課 

【目 的】 食料品製造業及び外食産業に属する主要企業の最近の設備投資等の実績及び計画の

実態を迅速に把握することにより，食品産業物資の長期需要に見合った設備投資の誘

導のほか，関連する諸施策の運用に資する。 

【調査の構成】 １－食品産業企業設備投資動向調査票（Ａ票） ２－食品産業企業設備投資動

向調査票（Ｂ票） 

【公 表】 「調査結果報告書」（調査実施年の８月までに）及びホームページにて公表  

      （表章）全国 

【備 考】 平成 18年３月 31 日の承認までの調査名は「農林水産関連企業設備投資動向調査」 

※ 

【調査票名】 １－食品産業企業設備投資動向調査票（Ａ票） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）食料品製造業及び外食産業（１５業種）

を営む資本金１億円以上の企業 （抽出枠）食品メーカー総覧（日本食糧新聞

社発行）から作成した調査対象名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２０／４２４ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在及び調査前年の４月１日から３

月３１日までの１年間 （系統）農林水産省→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月中旬～７月中旬 

 【調査事項】 １．企業の概要，２．取得設備投資額及びその内訳（前年度実績，当該年度の

実績見込み，翌年度計画），３．長期資金調達・運用状況（前年度実績，当該

年度の実績見込み，翌年度計画），４．研究開発費（前年度実績，当該年度の

実績見込み，翌年度計画），５．海外直接投資動向 

※ 

【調査票名】 ２－食品産業企業設備投資動向調査票（Ｂ票） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）食料品製造業及び外食産業（１５業種）

を営む資本金１億円以上の企業 （抽出枠）食品メーカー総覧（日本食糧新聞

社発行）から作成した調査対象名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０／４２４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在及び調査前年の４月１日から３月３

１日まで （系統）農林水産省→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月中旬～７月中旬 

 【調査事項】 １．主要業種における投資目的別取得設備投資額（前年度実績，当該年度の実

績見込み） 
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【調査名】 環境にやさしい企業行動調査 

【承認年月日】 平成２１年０６月２９日 

【実施機関】 環境省総合環境政策局環境経済課 

【目 的】 我が国事業者の環境配慮の取組等について調査を実施し、これらの動向を把握し、

事業者における環境配慮の取組を促進する施策を展開するための基礎資料を得る 

【沿 革】 本調査は，平成３年度から毎年度実施されていたが，環境省では，意識調査に該当

するものであり，統計報告調整法（昭和２７年法律第１４８号）に基づく統計報告の

徴集には該当しない調査であると判断認識し，承認申請を行わずに実施していた。し

かしながら，意識に係る事項以外に，企業における取組などの実態についても把握し

ているため，当方から，本調査は，統計報告の徴集に該当するものであることを指摘

し，調査実施について所要の手続きを講じるよう指導を行い，平成１７年度調査以降

は承認統計調査として実施されているものである。 

【調査の構成】 １－環境にやさしい企業行動調査 調査票 

【公 表】 平成２１年１２月、環境省ＨＰにて公表 （表章）全国  

※ 

【調査票名】 １－環境にやさしい企業行動調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）東京，大阪及び名古屋証券取引所１部

及び２部上場企業並びに従業員５００人以上の非上場企業 （抽出枠）「ＣＯ

ＳＭＯＳ２（企業概要ファイル）」株式会社帝国データバンク 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，６００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年度 （系統）環境省

→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年０７月０７日～平成２１年０７月３１

日 

 【調査事項】 １．組織の概要，２．環境に関する取組状況等について，３．環境マネジメン

トシステム等の監査，認証等について，４．子会社，取引先との関係について，

５．環境会計について，６．環境に関する情報開示，コミュニケーションにつ

いて，７．環境ビジネスについて，８．地球温暖化防止対策について，９．生

物多様性の保全について， 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 工業基本調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月０２日 

【実施機関】 栃木県産業労働観光部工業振興課 

【目 的】 県内製造業の実態を把握するとともに、平成２２年度に策定する「次期とちぎ産

業プラン」の基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－工業基本調査票 

※ 

【調査票名】 １－工業基本調査票 

 【調査対象】 （地域）県下全域 （単位）事業所 （属性）製造業（日本標準分類による）

を営む従業員４人以上の事業所 （抽出枠）平成１９年工業統計調査準備調

査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／５，４１８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年７月１日現在 （系統）栃

木県→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年８月上旬 

 【調査事項】 １．企業概要（事業所の名称、所在地、業種、本社の所在地等、従業員数、

主な業務形態、主な取扱製造品），２．経済取引、３．下請企業、外注・協力

企業について、４．雇用（従業員の過不足、来年度の従業員の増減）、５．技

術、情報について（研究開発、自社ブランドの有無、製品のデザイン開発、

技術情報、市場ニーズ等、ＩＴ化の状況、産業財産権の有無等）、６．公的試

験研究機関、大学等の利用の有無、７．経営環境の変化、８．新分野進出、

新製品開発への取組、９．今後の経営方針、１０．緊急経済対策及び行政へ

の支援・要望等、１１．海外展開状況 
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【調査名】 商業・サービス業実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月０２日 

【実施機関】 栃木県産業労働観光部経営支援課 

【目 的】 消費者ニーズの多様化・個性化、急激な経済環境の変化や産業のサービス化の進

展に対応するため、本県の商業（卸売・小売）・サービス業事業者が抱える経営上の

課題や行政ニーズを把握し、行政機関や関係機関等における、商業・サービス業事

業者の経営改善等、商業・サービス業振興のための基礎資料とすることを目的とす

る。 

【調査の構成】 １－商業・サービス業実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－商業・サービス業実態調査票 

 【調査対象】 （地域）栃木県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（平成

１４年３月改訂）（商業統計調査分）卸売業（４９，５０，５１，５２，５３，

５４）、小売業（５５，５６，５７，５８，５９，６０）、平成１８年事業所・

企業統計調査産業分類のサービス業等（３９情報サービス業、４１映像・声・

文字情報政策業のうち４１１，４１２，４１Ａ、４１Ｂ、６９不動産賃貸業・

管理業のうち６９３，Ｍ飲食店、宿泊業７０，７１，７１，７７、Ｏ教育、

学習支援業のうち７７２，７７３，７７Ｆ、７７Ｇ、７７Ｈ、７７Ｊ、７７

Ｋ、７７Ｌ、７７Ｍ、７７Ｎ、７７９、Ｑサービス業（他に分類されないも

の）のうち８０，８２，８３，８４，８５，８６、８７、８８、８９、９０ 

（抽出枠）平成１９年商業統計調査（経済産業省）及び平成１８年事業所・

企業統計調査（総務省）リスト 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，０００／４９，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年７月１日 （系統）栃

木県→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年７月１日～同月中旬 

 【調査事項】 １．企業概要、２．経営の状況（経営資源、情報化への対応等）、３．問題点

と対策（後継者養成、雇用・人材育成、資金調達、経営改善等）、４。地元や

異業種との連携、５．その他卸売業、小売業、サービス業に関すること、６．

行政に期待する施策 
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【調査名】 商店街実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月０２日 

【実施機関】 栃木県産業労働観光部経営支援課 

【目 的】 厳しい環境にある商店街の実態を把握することで、今後の商業振興のための基礎

資料を得る 

【調査の構成】 １－商店街実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－商店街実態調査票 

 【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）商店街 （属性）商工会、商工会議所 （抽

出枠）商店街名簿（商工会・商工会議所への照会により県が作成） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４０ （配布）郵送 （取集）郵送・調

査員 （記入）併用 （把握時）平成２１年７月１日現在 （系統）栃木県

→民間事業者→商工会・商工会議所→報告者、 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年７月１日～同月中旬 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．商店街の概要、３．商店街の現況と変化、４．商店

街の景況と問題点、５．空き店舗の状況とその活用、６．大型店や他の商店

街との関係、７．情報化、８．商店街を活性化するための計画、９．まちづ

くり、１０．共同経済事業・環境整備事業・その他の事業、１１．支援、要

望等 
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【調査名】 地域購買動向調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月０２日 

【実施機関】 栃木県産業労働観光部経営支援課 

【目 的】 県内消費者の購買動向を的確に把握するため、消費者に購買行動範囲、商品の流

通状況及び交通方法等を調査し、地域小売り商業者の経営の活性化に必要な店づく

り、商店街づくり、販売促進、仕入計画等の基礎資料とするほか、行政機関、支援

機関における支援資料として活用することを目的とする。 

【調査の構成】 １－お買物しらべ 

※ 

【調査票名】 １－お買物しらべ 

 【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）世帯 （属性）栃木県内公立中学校の第１学

年在学生を有する世帯 （抽出枠）平成２１年度公立小・中学校名一覧 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１９，０００／７４２，３０４ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年７月１日現在 （系

統）栃木県→民間事業者→公立中学校→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０７月０１日～平成２１年０

７月１５日 

 【調査事項】 １．家庭の概要、２．商品等の購入場所・店舗形態、購入理由、利用交通機

関、購入頻度、３．商店街への要望、４．通信販売・無店舗販売の利用状況、

５．お金をかけたい商品・サービスについて 
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【調査名】 平成２１年度香川県ひとり親家庭等実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月０３日 

【実施機関】 香川県健康福祉部子育て課 

【目 的】 香川県ひとり親家庭等自立促進計画を策定するに当たり、県内のひとり親家庭等

の実態を把握し、今後の母子福祉施策を効果的に推進するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－香川県ひとり親世帯等実態調査（母子世帯・父子世帯用） ２－香川県

ひとり親世帯等実態調査（寡婦用） 

※ 

【調査票名】 １－香川県ひとり親世帯等実態調査（母子世帯・父子世帯用） 

 【調査対象】 （地域）香川県内全域 （単位）世帯 （属性）平成２１年８月現在、香川

県内に住所を有し、現に児童を扶養している配偶者のいない女子（又は男子）

とその児童からなる世帯 （抽出枠）母子世帯については児童扶養手当受給

資格者名簿、父子世帯については母子家庭等医療費受給資格者名簿から父子

世帯であるもの 

 【調査方法】 （選定）母子世帯については無作為抽出、父子世帯については全数 （客体

数）３，０００／９９１４ ４００／４００ （配布）母子世帯については

市町の窓口で手渡し、父子調査について市町から郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年８月１日現在 （系統）香川県－県内の市

町－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０８月３１日 

 【調査事項】 こどもと家庭の状況、仕事の状況、家計の状況、養育費の取り決め状況、住

宅の状況、福氏制度の利用状況 

※ 

【調査票名】 ２－香川県ひとり親世帯等実態調査（寡婦用） 

 【調査対象】 （地域）香川県内全域 （単位）世帯 （属性）平成２１年８月１日現在、

香川県内に住所を有し、現に２０歳未満の児童を扶養しておらず、かつ、配

偶者のない女子で、かつて母子家庭の母として児童を扶養していたことがあ

る６５歳未満の者 （抽出枠）財団法人香川県母子寡婦福祉連合会会員名簿

に掲載されている者 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００／３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年８月１日現在 （系統）香川県－（財）香

川県母子寡婦福祉連合会－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０８月３１日 

 【調査事項】 こどもと家庭の状況、仕事の状況、家計の状況、養育費の取り決め状況、住

宅の状況、福祉制度の利用状況 
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【調査名】 高等学校進学希望状況調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月０３日 

【実施機関】 長崎県教育庁総務課 

【目 的】 中学校卒業予定者の高等学校別・学科別の進学希望状況を把握し，中学校におい

て適切な進路指導を図るための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－高等学校進学希望状況調査票 

※ 

【調査票名】 １－高等学校進学希望状況調査票 

 【調査対象】 （地域）長崎県内全域 （単位）学校 （属性）学校教育法第１条に定める

中学校及び特別支援学校中等部 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２２１／２２１ （配布）オンライン （取集）

オンライン （記入）自計 （把握時）７月１日、１０月１５日、１２月１

日 （系統）県教育委員会－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年３回 （実施期日）調査票の提出期限は、それぞれの調査時点

の５日後 

 【調査事項】 高等学校への進学希望及び卒業見込者数 
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【調査名】 埼玉県四半期経営動向調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月０５日 

【実施機関】 埼玉県産業労働部産業労働政策課 

【目 的】 県内中小企業の景況感を調査し、労働商工施策の企画立案、推進を図ることを目

的とする。 

【調査の構成】 １－埼玉県四半期経営動向調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－埼玉県四半期経営動向調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）企業 （属性）製造業、建設業、卸売業、小売

業、飲食店、情報サービス業、運輸業、不動産業、サービス業の各業種の従

業者数１人以上３００人以下の企業 （抽出枠）企業情報サービス会社のデ

ータ 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）４月１日～６月３０日、７月１日～９月３０日、１０

月１日～１２月３１日、１月１日～３月３１日 （系統）埼玉県産業労働政

策課→報告者 

 【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）０６月１５日 ０９月１５日 １２月１５

日 ０３月１５日 

 【調査事項】 １．今期（４～６月期）の経営実績見込み（１）売上高、（２）資金繰、（３）

採算、２．来期（７～９月期）の経営見通し（１）売上高、（２）資金繰、（３）

採算、３．今期（４～６月期）の設備投資実績の有無及び投資した内容、目

的、４．来期（７～９月期）の設備投資計画の有無及び投資する内容、目的、

５．業界の景気水準及び今度の景気見通し、６．雇用者数の動向と過不足感

（１）雇用者数の増減（対前年同期）、職種別・年齢別にみた雇用者数の過不

足感、（２）今後の雇用者数の見込み、（３）今後の従業員の不足への対応、

（４）従業員数 
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【調査名】 福井県労働状況調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月０５日 

【実施機関】 福井県総合政策部政策統計課 

【目 的】 福井県内における就業および不就業の状態を明らかにし，県の経済情勢や雇用対

策などのための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－福井県労働状況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－福井県労働状況調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）世帯 （属性）１５歳以上の者 （抽出枠）

平成１７年国勢調査標本調査基礎資料及び世帯名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／６９６，０００ （配布）調

査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在（１２月、

３月は２６日現在）。ただし，就業状態に関する事項については，調査日を末

日とする１週間の状態について調査する。 （系統）都道府県－民間事業者

－調査員 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）平成２１年７月から実施。調査員による調査票

の提出期限は調査月の翌月５日頃 

 【調査事項】 イ 氏名（任意）および男女の別，ロ 出生の年月，ハ 配偶の関係，二 卒

業の状態、ホ 調査日を最終日とする７日間における就業状態，ヘ 調査日

を最終日とする７日間における就業時間（仕事をしていた人），ト 探してい

る仕事について（仕事を探していた人），チ 従業上の地位（仕事をしていた

人、仕事を休んでいた人），リ 勤め先・業主などの事業の産業分類（仕事を

していた人、仕事を休んでいた人），ヌ 勤め先の呼称（従業上の地位で雇用

されている人），ル 探している仕事が主にするものか、かたわらにするもの

か（仕事を探していた人），ヲ 探している仕事の形態（仕事を探していた人。

但し、家事・通学・その他除く），ワ 仕事を探し始めた理由（仕事を探して

いた人），カ 収入になる仕事に就くことの希望の有無（少しも仕事をしなか

った人。ただし、仕事を休んでいた人および仕事を探していた人を除く。），

ヨ 希望しているのに求職活動をしていない理由（カで収入になる仕事に就

くことを希望している人），タ 希望しない理由（カで収入になる仕事に就く

ことを希望しない人），レ 仕事に就くために必要と思われること（全員） 
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【調査名】 賃金動向調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月０７日 

【実施機関】 山口県商工労働部労働政策課 

【目 的】 県内民間企業の賃上げ状況や一時金の改定額を把握することにより、労働行政上

必要な情報を取得する。 

【調査の構成】 １－春季賃上げ、夏季一時金及び年末一時金調査票 

※ 

【調査票名】 １－春季賃上げ、夏季一時金及び年末一時金調査票 

 【調査対象】 （地域）山口県全域 （単位）労働組合 （属性）県内の民間事業所の労働

組合 （抽出枠）労働組合基礎調査結果データ 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／７９５ （配布）調査員 （取集）

郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）春季賃上げ：６月３０日、夏季一

時金：７月３１日、年末一時金：１２月３１日 （系統）都道府県－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査期間（１）春季賃上げ：４月１日～６月３

０日、（２）夏季一時金：４月１日～７月３１日、（３）年末一時金：４月

１日～１２月３１日 

 【調査事項】 春季賃上げ妥結状況、夏季一時金妥結状況、年末一時金妥結状況 
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【調査名】 緊急雇用創出施設園芸省エネルギー対策等実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月１０日 

【実施機関】 高知県農業振興部産地づくり課 

【目 的】 県内の主要な園芸作物を栽培する農家を対象として，生産コスト・エネルギー使

用量・省エネ対策状況の実態を調査し，県内園芸農業における燃油・肥料等の生産

資材の高騰対策や農業生産分野におけるＣＯ２削減対策の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－調査票１－作物生産全般の調査 ２－調査票２－各作業における使用機

械と消費燃料及び投入資材等に関する調査 ３－調査票３－省エネルギー技

術の導入状況等に関する調査 

※ 

【調査票名】 １－調査票１－作物生産全般の調査 

 【調査対象】 （地域）高知県全域 （単位）農家 （属性）園芸農業を営む農家 （抽出

枠）篤農家名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２８０／３，７００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年７月１０日から８月２０

日まで （系統）高知県－民間事業者－調査員－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０７月１０日～平成２１年０

８月２０日 

 【調査事項】 農業者の属性，栽培地域，主要栽培品目と面積，前年度作の状況，主な栽培

技術 等 

※ 

【調査票名】 ２－調査票２－各作業における使用機械と消費燃料及び投入資材等に関する調

査 

 【調査対象】 （地域）高知県全域 （単位）農家 （属性）園芸農業を営む農家 （抽出

枠）篤農家名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２８０／３，７００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年７月１０日から８月２０

日まで （系統）高知県－民間事業者－調査員－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０７月１０日～平成２１年０

８月２０日 

 【調査事項】 作業工程，作業期間，作業機械及び消費エネルギー，投入資材，廃棄物の種

類と重さ 等 

※ 

【調査票名】 ３－調査票３－省エネルギー技術の導入状況等に関する調査 

 【調査対象】 （地域）高知県全域 （単位）農家 （属性）園芸農業を営む農家 （抽出

枠）篤農家名簿 
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 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２８０／３，７００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年７月１０日から８月２０

日まで （系統）高知県－民間事業者－調査員－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０７月１０日～平成２１年０

８月２０日 

 【調査事項】 導入している省エネルギー技術の内容、年間燃料使用量 等 
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【調査名】 観光地トイレの現況調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月１０日 

【実施機関】 長野県観光部観光振興課 

【目 的】 長野県内観光地のトイレ美化に向け、観光地のトイレの現況を把握するとともに、

また、トイレ美化研修会（検討会）の開催に向けた設置者及び管理者の把握をする

こと、さらには、平成２２年度のトイレ美化対策（きれいなトイレの表彰・登録制

度等）開始に向けた基礎資料を作成する 

【調査の構成】 １－観光地トイレの現況調査調査票 

※ 

【調査票名】 １－観光地トイレの現況調査調査票 

 【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）観光地内の公共トイレ （属性）利用者が５万

人以上の観光地。利用者が５万人以上の観光地を有していない市町村の場合

にはその市町村の中で最も利用者の多い観光地 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）他計 （把握時）平成２１年８月１日～平成２１年９月３０日 （系統）

長野県→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１０月３０日 

 【調査事項】 １．基本情報（１）場所（住所、観光地名、場所詳細）、（２）設置者、（３）

管理者、（４）管理者問い合わせ先、（５）閉鎖期間・時間、（６）トイレの立

地環境、（７）利用料金、（８）建築年、（９）処理方式、（１０）一般用男女

別の有無、（１１）多目的（車椅子）用トイレの有無等、（１２）駐車場の有

無等、２．清掃状況、３．施設・設備の概要、４．トイレの現況（１）トイ

レの第一印象、（２）トイレの清潔さ、清掃状況、（３）案内表示のみやすさ、

（４）トイレの設備状況・使いやすさ、（５）防犯・安全等、（６）トイレ全

体を通しての感想、５、トイレの外観及び内部の様子、６．トイレの平面図、

７．トイレの位置図、８．仮説トイレの設置状況（１）場所（住所、観光地

名、場所詳細等）、（２）仮説トイレ設置に至る理由、（３）設置期間、（４）

設置個数、（５）利用者数、（６）設置箇所写真 
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【調査名】 新型インフルエンザ発生時における消費行動調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月１１日 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局市民生活部消費生活課 

【目 的】 新型インフルエンザ感染確認の影響による消費者行動の変化を把握するため 

【調査の構成】 １－新型インフルエンザ発生時における消費行動調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－新型インフルエンザ発生時における消費行動調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）市内全域 （単位）個人 （属性）第１０期姿勢アドバイザー （抽

出枠）住民基本台帳、外国人登録原票 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年４月から６月 （系統）神戸市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０６月２９日 

 【調査事項】 １．新型インフルエンザの発症確認前（４月２８日以前）の新型インフルエ

ンザに対する感想と対策、２．新型インフルエンザ海外で発生し、神戸では

まだ発症が未確認の時期（５月１５日）の新型インフルエンザに対する感想

と対策、３．新型インフルエンザが神戸に発症した時期（５月１６日～５月

２２日）の新型インフルエンザに対する感想と対策、４．新型インフルエン

ザが発症した各時期における購入品及び購入目的、５．新型インフルエンザ

が発症した時期（５月１６日から５月２２日）について（１）商品の購入及

び販売について（購入量、品薄感、価格）、（２）一番利用した購入店舗（上

位２店舗）、（３）家計全体での商品全体の購買量、支出金額の変化の有無、

（４）インフルエンザ関連の情報源の重視度、（５）情報が入らず困ったこと、

（６）普段の生活と比べて困ったこと、（７）家庭、地域で遭遇した状況、６．

今回の神戸での新型インフルエンザ発症を機に変化した意識や行動について、

７．インフルエンザ発症時に行政、学校、職場、マスコミ、小売店等の対応

の中で不満に思った点及び満足できた点、７． 現在の新型インフルエンザ

に対する感想、８．今後の新型インフルエンザの流行に対する備え及び対処

の行動について、９．普段のライフスタイルについて、１０．フェイス事項

（年齢・性別・世帯収入・同居家族等・世帯主の勤務形態等・住居形態・運

転免許保有の有無・所属しているグループ・居住地の郵便番号） 
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【調査名】 平成２１年度看護職員確保に関する実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月１６日 

【実施機関】 山形県健康福祉部保健薬務課 

【目 的】 病院、診療所等の看護師等に対する各施設の実情に応じた需要の調査を行うとと

もに，各機関の定着対策等を把握し今後の県の確保対策施策へつなげることを目的

とする。 

【調査の構成】 １－平成２１年度看護職員確保に関する実態調査票（病院用） ２－平成２

１年度看護職員確保に関する実態調査票（病院以外用） 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度看護職員確保に関する実態調査票（病院用） 

 【調査対象】 （地域）山形県全域 （単位）病院 （属性）県内の保健師，助産師，看護

師，准看護師の所属する病院などの事業所（施設） （抽出枠）保健師，助

産師，看護師及び准看護師の業務従事者届出による施設名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７０／７０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年６月１日及び平成２０年度 （系統）山形

県－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０６月２２日～平成２１年０

７月１０日 

 【調査事項】 施設の状況，施設の職員数，職員確保，職員確保の対策 

※ 

【調査票名】 ２－平成２１年度看護職員確保に関する実態調査票（病院以外用） 

 【調査対象】 （地域）山形県全域 （単位）保健・医療機関，社会福祉施設 （属性）県

内の保健師，助産師，看護師，准看護師の所属する病院などの事業所 （抽

出枠）保健師，助産師，看護師及び准看護師の業務従事者届出による施設名

簿 

 【調査方法】 （選定）（１）県内に所在する診療所，助産所，介護保険施設等（居宅サービ

ス除く）及び老人福祉施設の全数 （２）居宅サービス事業所及び社会福祉

施設の約半数を抽出 （客体数）１，３２０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２１年６月１日及び平成２０年度 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０６月２２日～平成２１年０

７月１０日 

 【調査事項】 施設の現状，施設の職員数，職員確保，職員確保の対策 
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【調査名】 三重県産業廃棄物実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月１６日 

【実施機関】 三重県環境森林部廃棄物対策室 

【目 的】 産業廃棄物の発生から処理、処分に関する状況や取組を総合的に調査し状況把握

や将来予測を行うとともに、産業廃棄物の減量化やリサイクルの取組状況や意識調

査についても取りまとめることによって、産業廃棄物に関する実態を把握すること

を目的とする。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物実態調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）三重県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に基づく

鉱業、採石業、砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、

情報通信業、運輸業、郵便業、卸売業、小売業、不動産業、物品賃貸業、学

術研究、専門・技術サービス業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービ

ス業、娯楽業、教育、学習支援業、医療、福祉、複合サービス事業、サービ

ス業、自動車整備業、機械等修理業、職業紹介・労働者派遣業、その他の事

業サービス業、政治・経済・文化団体、宗教、その他のサービス業 （抽出

枠）事業所・企業統計データベース 

 【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）５，０００／８０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）４月１日～翌年３月３

１日） （系統）三重県→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年等 （実施期日）０７月１５日～０７月３０日 

 【調査事項】 １．事業所の概要、２．事業の規模等、３．事業所の形態、４．産業廃棄物

の発生の有無、５．産業廃棄物の量的変化、６．事業所での廃棄物の発生状

況、７．事業所での中間処理状況、８．自己処分、再生利用、業者等委託状

況 
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【調査名】 市政アドバイザー意識調査（第１０期第１回） 

【受理年月日】 平成２１年０６月１６日 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局参画推進部広聴課 

【目 的】 神戸市政に関する具体的施策や事業についての意見を求めるほか，市民生活に関

する意識を市の事業や施策を実施していく上での参考とする。 

【調査の構成】 １－第１０期市政アドバイザー第１回意識調査 調査票 

【備 考】 本調査は、「意識調査」の名称を付して行われているが、調査事項の中に「事実の

報告」が含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、統計

法上の「統計調査」として届出が受理されたものである。 

※ 

【調査票名】 １－第１０期市政アドバイザー第１回意識調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）第１０期市政アドバイザー （抽

出枠）市政アドバイザー登録名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１００／１，１００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年６月～７月 （系統）神戸市－

報告者 

 【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２１年０７月０３日 

 【調査事項】 （１）神戸市の環境施策に関する事項，（２）年末の燃えるごみの特別収集に

関する事項，（３）青少年の地域育成に関する事項，（４）自転車の交通ルー

ルに関する事項 
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【調査名】 三重県内事業所賃金等実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月１７日 

【実施機関】 三重県生活・文化部勤労・雇用支援室 

【目 的】 県内事業所における賃金及び福利厚生・休暇制度を始め労働条件や職場における

労働環境を調査し，労使間における労働問題解決の支援をするとともに、勤労福祉

行政の推進に係る基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－三重県内事業所賃金等実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－三重県内事業所賃金等実態調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）三重県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類

のうち、農林水産業及び公務以外に属するものであって、常用従業者１０人

以上３００人未満の事業所（個人経営、独立行政法人、法人でない団体を除

く。） （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査データ 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１２，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）７月３１日現在 （系統）三重県

－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月末日 

 【調査事項】 （１）労働時間・休日休暇，研修制度（２）モデル賃金（３）定年制，退職

金制度，（４）常用労働者の賃金 
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【調査名】 高齢社会に関する愛知県民調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月２２日 

【実施機関】 愛知県健康福祉部健康担当局健康対策課 

【目 的】 健康づくり施策に関する県民の状況やニーズを把握するとともに，施策の目標の

達成状況など本県と全国平均との水準比較等を行い，施策の見直しに活用する。 

【調査の構成】 １－平成２１年度高齢社会に関する愛知県民調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度高齢社会に関する愛知県民調査票 

 【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）個人 （属性）愛知県内在住の満２０歳以

上６０歳未満の者 （抽出枠）選挙人名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／４，０５０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）８月１日 （系統）愛知県

－民間事業者－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月３１日～０８月１７日 

 【調査事項】 高齢社会に向けた様々観点での取組みの状況，生きがいや健康増進に関する

行政への期待 
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【調査名】 高齢社会に関する愛知県高齢者調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月２２日 

【実施機関】 愛知県健康福祉部健康担当局健康対策課 

【目 的】 健康づくり施策に関する県民の状況やニーズを把握するとともに，施策の目標の

達成状況など本県と全国平均との水準比較等を行い，施策の見直しに活用する。 

【調査の構成】 １－平成２１年度高齢社会に関する愛知県高齢者調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度高齢社会に関する愛知県高齢者調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）個人 （属性）愛知県内在住の満６０歳以

上の者 （抽出枠）選挙人名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１，８４０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）８月１日 （系統）愛知県

－民間事業者－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月３１日～０８月１７日 

 【調査事項】 高齢社会に向けた様々観点での取組みの状況，生きがいや健康増進に関する

行政への期待 
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【調査名】 観光統計実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月２２日 

【実施機関】 沖縄県観光商工部観光企画課 

【目 的】 航空機を利用して県外へ出域する日本人客を対象としたアンケート調査により、

旅行者属性、旅行内容、県内での消費額等を調査し、各種の観光資料を得る。また

本県を訪れた観光客を対象としてアンケート調査を実施し、沖縄観光に対する満足

度や各マーケット別のニーズを把握し、実効性の高い観光施策の立案や沖縄観光の

質の向上に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－航空乗客アンケート調査 ２－観光客満足度調査 

※ 

【調査票名】 １－航空乗客アンケート調査 

 【調査対象】 （地域）那覇空港利用者 （単位）個人 （属性）航空機を利用して県外へ

出域する日本人客（修学旅行生を除く。） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）調査員 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）沖縄県→調査員（民間

事業者）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年４回 ６月、８月、１１月、２月 （実施期日）６、８，１１，

２月の中下旬の金曜日及び日曜日 

 【調査事項】 １．住所・性別・年齢、２．同伴者、３．旅行中の活動、４．沖縄滞在日数、

５．利用した宿泊施設、６．旅行中の交通手段、７．訪問地域、８．旅行形

態と一人あたりの参加費用、９．沖縄県内で支払った金額内訳（設問８の参

加費に含まれているのもを除く）、１０．沖縄県内で支払った一人あたりの交

通費（設問８の参加費に含まれているのもを除く）、１１．沖縄県内で支払っ

た土産品・買い物代、娯楽・入場費（設問８の参加費に含まれているのもを

除く）、１２．満足度、１３．沖縄旅行の回数、１４．前回の沖縄旅行の時期、

１５．今後５年間に沖縄観光旅行をする予測回数、１６．沖縄旅行を推奨す

る意志の有無、１７．旅行中の天候、１８．旅行中の体調、１９．職業、２

０．年収 

※ 

【調査票名】 ２－観光客満足度調査 

 【調査対象】 （地域）那覇空港利用者 （単位）個人 （属性）航空機を利用して県外へ

出域する日本人客 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）調査員 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）沖縄県→調査員（民間

事業者）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年に４回 （実施期日）６、８，１１，２月の中下旬の金曜日及
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び日曜日 

 【調査事項】 １．住所・性別・年代、２．沖縄旅行の回数、３．前回の沖縄旅行の時期、

４．同伴者、５．今回の旅行で訪問した地域、６．旅行の目的及び目的別の

満足度、７．旅行前の期待度に対する満足度、８．旅行形態と１人あたりの

参加費等、９．沖縄県内で支払った一人あたりの金額（設問８に含まれてい

るものを除く）、１０．旅行中（県内）の交通手段、１１．事前の情報収集の

方法、１２．現地での情報収集の方法、１３．旅行中の活動（１）活動タイ

プ、施設名・場所等、（２）満足度、（３）グリーンツーリズム（農業体験、

漁業体験、農家や漁家への宿泊体験、農水産物の購入、カヌー・カヤック、

トレッキング、キャンプ、伝統工芸体験、伝統芸能体験）の活動の有無、（４）

今後体験したいグリーンツーリズムとその日数等、（５）グリーンツーリズム

に対する期待、（６）今回の活動に対する満足点及び不満足点、１４．今回訪

問した観光地・観光施設のタイプ、（１）最も印象に残った観光地・観光施設

のタイプと満足度、（２）自然環境保全が不十分だった場所、（３）観光地・

観光施設に対する満足点及び不満足点、１５．旅行中の食事に対する満足度、

（１）最も印象に残る飲食施設、（２）飲食施設に対する満足点及び不満足点、

１６．滞在日数（１）宿泊施設、（２）最も印象に残った宿泊施設のタイプと

施設名及び宿泊料金及び満足度等、（３）利用した宿泊施設に対する満足点及

び不満足点、１７．購入した土産品（１）最も印象に残った土産品のタイプ

と名称及び購入場所、満足度、（２）土産品を購入した店の中で最も印象に残

った店の名称と場所、１８．交通機関や道路状況に対する満足度及び不満に

感じた点、１９．ご自身のことについて（１）旅行中の天候・体調、（２）過

去５年間における沖縄旅行の回数、（３）今後５年間に沖縄観光旅行をする予

測回数、（４）沖縄旅行を推奨する意志の有無、（５）職業、（６）世帯全体の

年間収入 
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【調査名】 労働関係総合実態調査（労働条件制度等実態調査） 

【受理年月日】 平成２１年０６月２３日 

【実施機関】 山口県商工労働部労働政策課 

【目 的】 山口県内の民間企業の労働状況を把握し、その実態を明らかにして労使関係の円

滑化を図るとともに、労働行政の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－労働関係総合実態調査（労働条件制度等実態調査） 

※ 

【調査票名】 １－労働関係総合実態調査（労働条件制度等実態調査） 

 【調査対象】 （地域）山口県内全域 （単位）事業所 （属性）常用雇用労働者が５人以

上の民営事業所 （抽出枠）平成１９年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２６，１００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年９月３０日現在 （系

統）山口県－報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年０９月１８日～平成２１年１１月

１３日 

 【調査事項】 （１）企業の概要，（２）事業所の概要，（３）諸制度について，（４）福利厚

生について，（５）派遣労働について，（６）高齢者雇用について，（７）年次

有給休暇について 
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【調査名】 大阪府内繊維産業に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月２４日 

【実施機関】 大阪府立産業開発研究所調査研究部 

【目 的】 大阪府内の繊維産業の現状及び取引関係、戦略的取組などの実態を明らかにし、

施策運営の基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－大阪府内繊維産業に関する調査 

※ 

【調査票名】 １－大阪府内繊維産業に関する調査 

 【調査対象】 （地域）大阪府内全域 （単位）企業 （属性）平成１８年事業所・企業統

計調査産業分類による繊維工業、衣服・その他の繊維製品製造業に属する経

営組織が株式会社、合名会社、合資会社、合同会社、相互会社の企業 （抽

出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，１９６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年７月１日現在 （系統）大阪府→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０８月１０日 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．企業概要について（１）主たる業種、（２）保有する

経営機能、（３）従業員数、（４）従業員の平均年齢、（５）資本金、（６）直

近期の売上高規模、（７）最近の財務状況、３．取引関係（１）取引形態、（２）

繊維関連資材の仕入先等、（３）販売先等、（４）販売先（受注先）の開拓方

法等、（５）販売先、市場のニーズ収集への取組、４．事業活動について（１）

事業を実施するうえで重視しているもの、（２）オリジナルブランド商品・製

品の保有状況、（３）産業資材関係企業等との取引比率、（４）環境対応への

取組、（５）地域活性化への取組、（６）海外との関わり、（７）経営計画の立

案、（８）経営計画の進捗管理、対策検討の実施、（９）実施している経営改

善への取組等、５．公的支援施策について（１）公的支援施策の効果、（２）

今後希望する公的支援施策 
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【調査名】 障害者雇用に関する企業意識調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月２６日 

【実施機関】 静岡県産業部就業支援局雇用推進室 

【目 的】 静岡県内企業の障害者雇用等の実態を明らかにすることにより，障害者雇用の推

進に役立てるとともに，障害者雇用行政の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－障害者雇用に関する企業意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－障害者雇用に関する企業意識調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）静岡県下全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類の（１）農・林・漁・鉱業，（２）建設業，（３）製造業，（４）電気・

ガス・熱供給・水道業，（５）情報通信業，（６）運輸業，（７）卸売業，小売

業，（８）金融業，保険業，（９）不動産業，（１０）宿泊業，飲食サービス業，

（１１）医療，福祉，（１２）教育，学習支援業，（１３）複合サービス業，

（１４）サービス業（他に分類されないもの）に属する事業所のうち，常用

労働者数２０人以上の民間事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計

調査事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１７，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年８月１日現在 （系統）

静岡県－民間事業所－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０９月１５日 

 【調査事項】 （１）事業所の概要，（２）障害者の雇用状況，（３）障害者雇用に関する配

慮，（４）改正障害者雇用促進法の認知状況 
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【調査名】 栃木県観光動向調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月２６日 

【実施機関】 栃木県産業労働観光部観光交流課 

【目 的】 栃木県に訪れた観光客の観光動向、意向を把握し、平成２２年度策定予定の観光

振興計画の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－平成２１年観光動向調査票（観光施設） ２－平成２１年栃木県観光動

向調査（宿泊施設） ３－栃木県観光動向調査（外国人観光客用） 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年観光動向調査票（観光施設） 

 【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）個人 （属性）県内の観光集客施設を訪れた観

光客 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，４００ （配布）職員 （取集）職員 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）栃木県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０７月２７日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．性別・年代・居住地・職業、２．旅行形態、３．同伴者の数、４．目的、

５．観光情報の入手方法、６．交通手段、７．来訪頻度、８．観光地として

選んだ理由、９．旅行日数、１０．立ち寄り場所、１１．対応県民の印象等、

１２．よく旅行に行く地域、１３．他県と比較した栃木県の印象、１４．旅

行費用、１５．購入土産品の有無等、１６．再訪意志の有無等 

※ 

【調査票名】 ２－平成２１年栃木県観光動向調査（宿泊施設） 

 【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）個人 （属性）県内の宿泊施設を訪れた観光客 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，４００ （配布）宿泊施設 （取集）

宿泊施設 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）栃木県→宿泊施

設→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０７月２７日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．性別・年代・居住地・職業、２．旅行形態、３．同伴者の数、４．目的、

５．観光情報の入手方法、６．交通手段、７．来訪頻度、８．観光地として

選んだ理由、９．旅行日数、１０．立ち寄り場所、１１．対応県民の印象等、

１２．よく旅行に行く地域、１３．他県と比較した栃木県の印象、１４．旅

行費用、１５．購入土産品の有無等、１６．再訪意志の有無等 

※ 

【調査票名】 ３－栃木県観光動向調査（外国人観光客用） 

 【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）個人 （属性）県内の宿泊施設及び観光集客施

設を訪れた観光客 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００ （配布）職員・宿泊施設 （取集）
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職員・宿泊施設 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）栃木県→

宿泊施設→報告者、栃木県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０７月２７日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．性別、２．年齢、３．出発国、４．職業、５．同伴者、６．旅行人数、

７．旅行情報入手方法、８．訪日回数、９．栃木県への来訪数、１０．来訪

の動機、１１．栃木県内の来訪地、１２．栃木県以外の来訪地、１３．日本

での滞在日数、１４．栃木県での滞在日数、１５．栃木県の印象、１６．栃

木県への再訪意志の有無 
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【調査名】 鳥取県男女共同参画意識調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月３０日 

【実施機関】 鳥取県企画部男女共同参画推進課 

【目 的】 男女平等、家庭生活、就労、男女間における暴力に関する意識について調査し、

男女共同参画施策等を検討する際の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－鳥取県男女共同参画意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－鳥取県男女共同参画意識調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）鳥取県内全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女 （抽出

枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，４００／４８０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）８月１日 （系統）鳥取県→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年０７月２７日～平成２１年０８月

１０日 

 【調査事項】 ＤＶ及びストーカー被害の経験の有無 
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【調査名】 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）企業調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月３０日 

【実施機関】 鳥取県企画部男女共同参画推進課 

【目 的】 県内の民間事業所におけるワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の支

援の取組、男女が共に働きやすい職場作り、能力活用の取組などについての調査を

行うことにより、鳥取県の実状に応じたワーク・ライフ・バランスを推進するため

の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－調査票 

※ 

【調査票名】 １－調査票 

 【調査対象】 （地域）鳥取県内全域 （単位）事業所 （属性）従業者（常用雇用）１０

人以上の民間事業所 （抽出枠）事業所・企業統計調査事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／４，３００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年８月１日 （系統）鳥取県

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０７月２１日～平成２１年０

８月１０日 

 【調査事項】 ワーク・ライフ・バランスに対する支援制度の利用実態等 
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【調査名】 福島県廃棄物実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月３０日 

【実施機関】 福島県生活環境部産業廃棄物課 

【目 的】 福島県における廃棄物の排出・処理実態を把握するとともに、将来予測等を行い、

新たな廃棄物処理計画策定のための基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の処理計画・処理実績報告書（事業

者・鉱業者用） ２－産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の収集運搬、処理・

処分実績報告書（処理業者用） 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の処理計画・処理実績報告書（事業者・

鉱業者用） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）福島県内に所在する産業廃棄物多

量（指定）排出事業者、産業廃棄物（指定）処理施設設置事業者、福島県に

おいて採石業の許可を有する鉱業者 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度（４月１日から翌３月３１日まで） （系統）福島

県→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）０７月１５日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の処理計画・処理実績状況表、（１）

事業所の概要（事業内容・従業員数、（２）前年度の産業廃棄物（特別管理産

業廃棄物）の発生量の実績・今年度の産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の

発生量の目標）、２．施設設置事業者・鉱業者用（１）設置者の概要、（２）

前年度の処分実績、前年度の保管状況（処分せずに保管している産業廃棄物

又は特別管理産業廃棄物）、３．保管・中間処理・最終状況の概要表（施設設

置事業者・鉱業者）（１）処分せずに保管している産業廃棄物又は特別管理産

業廃棄物の状況、（２）自社の設置する中間処理施設の状況、（３）自社の設

置する最終処分場の状況、４．産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の処理施

設における処分実績（施設設置事業者・鉱業者）、５．産業廃棄物（特別管理

産業廃棄物）の処理計画・処理実績報告書、６．産業廃棄物（特別管理産業

廃棄物）の委託状況報告書 

※ 

【調査票名】 ２－産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の収集運搬、処理・処分実績報告書（処

理業者用） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）福島県の許可を有する（特別管理）

産業廃棄物収集運搬業者、（特別管理）産業廃棄物処分業者 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，８５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記
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入）自計 （把握時）前年度（４月１日から翌３月３１日まで） （系統）

福島県→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）０７月１５日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．事業概要、（１）許可取得の状況等、前年度の処分実績、前年度の保管状

況（処分せずに保管している産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物）、（２）収

集運搬業の許可取得の有無等、前年度の収集運搬実績の有無、２．保管・中

間処理・最終状況の概要表（中間処理・最終処分業）、（１）処分せずに保管

している産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の状況、（２）中間処理施設の状

況、（３）最終処分の状況、３．産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の処理施

設における処分実績（中間処理・最終処分業）、４．産業廃棄物（特別管理産

業廃棄物）の処分実績（中間処理・最終処分業）、５．産業廃棄物（特別管理

産業廃棄物）の福島県外への運搬実績（収集運搬業） 
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（２）変更 

【調査名】 労働実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月１８日 

【実施機関】 宮城県経済商工観光部雇用対策課 

【目 的】 宮城県内の民間事業所における賃金労働時間等の実態を把握し，労務改善等の基

礎資料を得る。 

【沿 革】 平成９年度まで宮城県と仙台市が各々実施していた「労働実態調査」（宮城県）と

「事業所基本調査」（仙台市）を一本化し，平成１０年度から「労働実態調査」とし

て実施する。 

【調査の構成】 １－労働実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－労働実態調査票 

 【調査対象】 （地域）宮城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に基づく

建設業，製造業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売，小売業，金融業，保

険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サービス業，宿泊業，

飲食サービス業，生活関連サービス業，娯楽業，教育，学習支援業，医療，

福祉，複合サービス業，その他（鉱業，採石業，砂利採取業，電気・ガス・

熱供給・水道業，サービス業（他に分類されないもの））の１４産業について，

従業員１０人以上の事業所 （抽出枠）事業所・企業統計調査事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２１，７１０ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）宮

城県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０８月１２日 

 【調査事項】 １．事業所の現況，２．賃金，３．労働時間，４．雇用，５．育児・介護等

支援，６．パートタイム労働者の諸制度の実施状況，７．ポジティブ・アク

ション，８．職場におけるセクハラ防止対策，９．経営改善 
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【調査名】 中小企業賃金事情調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月２３日 

【実施機関】 茨城県商工労働部労働政策課 

【目 的】 茨城県内における中小企業の賃金実態を明らかにし，労使関係の安定を図るため

の基礎資料とし，賃金管理改善の参考にするとともに，関東甲信越各都県との共同

調査により，その賃金格差についての実態を明らかにする。また，大企業について

も調査を行い，中小企業との比較を行う。 

【調査の構成】 １－労働時間，休日・休暇制度実態調査票 ２－パートタイマー労働条件等

調査票 ３－高年齢者雇用環境等に関する実態調査 ４－賃金調査票 

※ 

【調査票名】 １－労働時間，休日・休暇制度実態調査票 

 【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる

大分類「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業、

小売業」、「金融業，保険業」，「学術研究，専門・技術サービス業」，「複合サ

ービス事業（ただし，郵便局を除く。）」及び「サービス業（他に分類されな

いもの）」に属する民営事業所のうち，常時雇用する従業員数が３０人以上の

もの（ただし，）「情報通信業」，「卸売業，小売業」のうち「小売業」，「学術

研究，専門・技術サービス業」，「複合サービス事業（ただし，郵便局を除く。）」

及び「サービス業（他に分類されないもの）」については１０人以上） （抽

出枠）平成１８年事業所・企業統計調査の調査区別民営事業所リスト 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／１３４，２４０ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）７月３１日現在 （系統）茨

城県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）０８月２７日 

 【調査事項】 １．労働時間，２．休日・休暇，３．労働時間時間短縮 

※ 

【調査票名】 ２－パートタイマー労働条件等調査票 

 【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる

大分類「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業、

小売業」、「金融業，保険業」，「学術研究，専門・技術サービス業」，「複合サ

ービス事業（ただし，郵便局を除く。）」及び「サービス業（他に分類されな

いもの）」に属する民営事業所のうち，常時雇用する従業員数が３０人以上の

もの（ただし，）「情報通信業」，「卸売業，小売業」のうち「小売業」，「学術

研究，専門・技術サービス業」，「複合サービス事業（ただし，郵便局を除く。）」

及び「サービス業（他に分類されないもの）」については１０人以上） （抽

出枠）平成１８年事業所・企業統計調査の調査区別民営事業所リスト 
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 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／７，１８８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査年の７月３１日現在 （系統）茨

城県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）０９月０２日 

 【調査事項】 １．事業所の概要，２．パートタイム労働者の雇用形態，３．パートタイム

労働者の諸規則，４．パートタイム労働者の賃金制度，５．その他の関係事

項，６．今後の動向 

※ 

【調査票名】 ３－高年齢者雇用環境等に関する実態調査 

 【調査対象】 （地域）茨城県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業、

小売業」、「金融業，保険業」，「学術研究，専門・技術サービス業」，「複合サ

ービス事業（ただし，郵便局を除く。）」及び「サービス業（他に分類されな

いもの）」に属する民営事業所のうち，常時雇用する従業員数が３０人以上の

もの（ただし，）「情報通信業」，「卸売業，小売業」のうち「小売業」，「学術

研究，専門・技術サービス業」，「複合サービス事業（ただし，郵便局を除く。）」

及び「サービス業（他に分類されないもの）」については１０人以上） （抽

出枠）平成１８年事業所・企業統計調査の調査区別民営事業所リスト 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２０年７月３１日現在 （系統）茨城県→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年０９月１２日 

 【調査事項】 １．高年齢者の雇用状況，（１）高年齢者の常用雇用者数，（２）６０歳以上

の従業員数，（３）高年齢者の新規採用理由，２．定年制，（１）定年制，（２）

定年年齢，（３）定年延長計画，３．継続雇用制度，（１）継続雇用制度，（２）

継続雇用の適用，（３）継続雇用者の身分・労働条件等，（４）最高雇用年齢，

（５）継続雇用希望人数・継続雇用者数 

※ 

【調査票名】 ４－賃金調査票 

 【調査対象】 （地域）茨城県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「建設業」，「製造業」，「情報通信業」，「運輸業，郵便業」，「卸売業，

小売業」，「金融業，保険業」，「学術研究，専門・技術サービス業」，「複合サ

ービス事業（ただし，郵便業を除く）」及び「サービス業（他に分類されない

もの）」に属する民営事業所のうち、常時雇用する従業員数が３０人以上のも

の（ただし，「情報通信業」，「卸売業，小売業」のうち「小売業」，「学術研究，

専門・技術サービス業」，「複合サービス事業（ただし，郵便局を除く）」及び
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「サービス業（他に分類されないもの）」については，１０人以上） （抽出

枠）平成１８年事業所・企業統計調査の調査区別民営事業所リスト 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／８，２６８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）茨城県

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 

 【調査事項】 １．事業所の概要，（１）全一般従業員数，（２）１日の所定労働時間，（３）

１年間の稼働日数，（４）労働組合の有無，（５）賃上げ額（定期昇給分含む），

（６）基準内賃金，（７）パートタイマー平均賃金，（８）週休制の形態，２．

初任給，（１）学歴別に調査年の前年の７月，調査年の７月及び調査年の翌年

の４月見込みの３時点における初任給，３．平均賃金，（１）従業員数，（２）

延年齢，（３）延勤続年数，（４）延扶養家族数，４．諸手当，（１）家族手当

（配偶者，第一子，第二子，第三子，父母），（２）住宅手当（世帯主，単身

者） 
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【調査名】 県民経済計算・市民経済計算作成のための基礎資料収集調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月２６日 

【実施機関】 宮城県企画部統計課 

【目 的】 県内事業所等の経済活動を明らかにし，県民経済計算・市民経済計算作成の基礎

資料を得る。 

【調査の構成】 １－県民経済計算・市民経済計算作成のための基礎資料収集調査調査票 

※ 

【調査票名】 １－県民経済計算・市民経済計算作成のための基礎資料収集調査調査票 

 【調査対象】 （地域）全国全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による漁業，

製造業，電気・ガス・熱供給，運輸・通信業，金融・保険業，サービス業，

公務，公的企業，国家公務員共済組合，健康保険組合，短大・大学に属する

事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査事業所の名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２８９／１１，７３２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）４月１日から３月３１日 （系統）宮

城県・仙台市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年０８月０１日～１２月３１日 

 【調査事項】 １．漁業について，（１）従業者数，（２）収入支出状況，（３）漁船見積費用，

２．鉱業，製造業，電気・ガス・熱供給業，運輸・通信業及びサービス業に

ついて，（１）従業者数，（２）事業内容，（３）収入支出状況等，３．金融・

保険業について，（１）従業者数，（２）収入支出状況，４．公務について，

（１）財政収入支出，（２）租税内訳等，５．公的企業について，（１）収入

支出状況，（２）有形固定資産等，６．国家公務員共済組合について，（１）

組合員数，（２）収入支出状況，（３）貸付利子，７．健康保険組合について，

（１）組合員数，（２）収入支出状況，（３）準備金及び別途積立金状況，（４）

準備金及び別途積立金，８．大学・短大について，（１）住居状況別県内外別

学生数，（２）入学者数，（３）教職員数学生数，（４）入学者数，（５）教職

員数（注）本調査票は，（１）家計における経常移転経費及び（２）県民総支

出における財貨・サービスの移出・移入経費を推計するためのものである。 
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【調査名】 神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査 

【受理年月日】 平成２１年０６月３０日 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局市民生活部青少年課 

【目 的】 「第５次神戸市青少年育成中期計画」効果の検証のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（小学校５年用） ２

－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（中学２年生用） ３

－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（小学校５年生・中学

２年生の保護者用） ４－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査

票（高校生等用） 

※ 

【調査票名】 １－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（小学校５年用） 

 【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）小学校５年生 （抽出枠）教

育委員会を通じて抽出 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，５００ （配布）学校を通じて （取集）

学校を通じて （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→学

校→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２１年７月下旬（予定） 

 【調査事項】 １．性別，２．家族の状況等の属性，３．親子関係，４．学校生活，５．地

域生活，６．健康状況等 

※ 

【調査票名】 ２－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（中学２年生用） 

 【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）中学２年生 （抽出枠）教育

委員会を通じて抽出 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，５００ （配布）学校を通じて （取集）

学校を通じて （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→学

校→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２１年７月下旬 

 【調査事項】 １．性別，２．家族の状況等の属性，３．親子関係，４．学校生活，５．地

域生活，６．健康状況等 

※ 

【調査票名】 ３－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（小学校５年生・中学

２年生の保護者用） 

 【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）小学校５年生及び中学２年生

の保護者 （抽出枠）教育委員会を通じて抽出 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，０００ （配布）学校を通じて （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→学校→報告
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者→神戸市 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２１年７月下旬（予定） 

 【調査事項】 １．性別，２．家族の状況等の属性，３．親子関係，４．しつけや教育の悩

み，５．学校への関わり，６．地域生活等 

※ 

【調査票名】 ４－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（高校生等用） 

 【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）高校生 （抽出枠）住民基本

台帳，外国人登録原票 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２１年７月下旬（予定） 

 【調査事項】 １．性別，２．家族の状況等の属性，３．親子関係，４．学校生活，５．地

域生活，６．健康状況等 
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